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令和４年度 事 業 報 告 書

１ 法人の概要

（１）法人の名称

学校法人 北工学園

（２）学校法人及び旭川福祉専門学校所在地等

所 在 地 北海道上川郡東川町進化台７８５番地３

電 話 ０１６６（８２）４５２０ ＦＡＸ番号 ０１６６（８２）４５２１

アドレス http://www.hokko.ac.jp/kyokufuku

（３）建学の精神

「敬天愛人」～天を敬い人を愛す

道は天地自然の道として、人はこれを行うものなり。故に天を敬う目的となす。

天は人も我も同一に愛す。故に我を愛する心を以て人を愛すべし。

実践的で心豊かな福祉人材を育てる学校として、保育所、福祉施設などから厚い信頼と期待

を得ているが、幼児教育、医薬に加え、さらに留学生を数多く迎え、専門的な知識と技術を身

につけた人間性豊かで有能な人材の育成をめざす。

（４）学校法人の沿革

昭和４７年１０月 学校法人北工学園設立準備室を開設（株式会社新谷建設）

１２月 学校法人北工学園設立北海道知事認可

北海道建設専門学校設置北海道知事認可

５０年 ３月 旭川福祉専門学校 保母養成校として厚生大臣指定

１０月 旭川福祉専門学校設置北海道知事認可

５１年 ７月 学校教育法により専修学校制による専門学校として北海道知事認可

５４年 ４月 旭川福祉専門学校新校舎落成

５５年１２月 北海道建設工学専門学校設置北海道知事認可

６３年 ３月 北海道コンピューター専門学校設置北海道知事認可

３月 北海道建設専門学校目的変更、北海道情報処理専門学校と校名変更

平成 ３年 ９月 旭川福祉専門学校新校舎落成

４年 ３月 旭川福祉専門学校 介護福祉科増設に伴う目的変更北海道知事認可

旭川福祉専門学校 介護福祉士養成校として厚生大臣指定

５年 ３月 旭川福祉専門学校 社会福祉主事養成校として厚生大臣指定

１０年 ３月 札幌福祉専門学校 社会福祉主事養成校として厚生大臣指定

札幌福祉専門学校設置北海道知事認可

北海道情報処理専門学校目的変更、北海道理工福祉専門学校と校名変更

北海道理工福祉専門学校 社会福祉主事養成校として厚生大臣指定

１１年 ３月 北海道コンピューター専門学校廃止、札幌福祉専門学校に変更

１３年 ３月 札幌福祉専門学校介護福祉士養成校として厚生労働大臣指定

１６年 ３月 北海道建設工学専門学校廃止

１８年 ２月 地域生活支援センター「ふれ愛の郷」（東川）開設

４月 北海道理工福祉専門学校を北海道環境福祉専門学校と校名変更

２５年 ３月 北海道環境福祉専門学校廃止

２５年 ４月 札幌福祉専門学校を札幌福祉医薬専門学校と校名変更

３０年 ３月 北工学園モータースクール譲渡、札幌福祉医薬専門学校廃止

５月 理事長交代による新体制に移行

１２月 外国人介護福祉人材育成支援協議会設立に参画
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（５）役員等

任期 令和４年５月２９日から令和６年５月２８日

理事 ７名、監事 ２名

役 職 氏 名 役 職 氏 名

理 事 長 磯 田 憲 一 理 事 藤 田 裕 三

理 事 直 江 寿 一 郎 理 事 三 宅 良 昌

理 事 佐 藤 文 泰 常務理事 平 戸 繁

理 事 西 川 淳 史

監 事 松 倉 利 充 監 事 中 島 幹 雄

※ 三宅理事～旭川福祉専門学校校長 平戸常務理事～法人本部事務局長

評議員 １８名

氏 名 氏 名 氏 名

荒 井 一 洋 磯 田 憲 一 榮 東 昇

小 山 正 道 杉 山 昌 次 髙 木 正 晴

竹 部 修 司 樽 井 功 西 川 哲 夫

浜 辺 啓 林 万 里 松 林 是 倫

水 野 陽 滋 森 田 栄 大 野 勝 治

黒 田 英 敏 藤 田 恵 二 平 戸 繁

（６）教職員の概要

（単位 人）

区 分 教 員 職 員

専 任 教 員 非常勤講師 常 勤 職 員 非常勤職員

旭川福祉専門学校 ２９ ２４ １９ ０

（７）設置する学校、学科等

設置する学校 設置する学科 取 得 資 格 等

○ 幼児教育専攻

短期大学士〈豊岡短期大学〉

こども学科 幼稚園教諭２種免許、社会福祉主事任用資格

（昭和５０年開設） 保育士等

○ 保育福祉専攻

保育士、介護職員初任者研修等

介護福祉科 介護福祉士、地域支援専門員

旭川福祉 （平成４年開設） 福祉住環境コーディネーター

専門学校 ○ 登録販売者専攻

登録販売者〈医薬品販売資格〉、薬学検定

医薬福祉学科 調剤報酬請求事務技能認定等

（平成２４年開設）○ 医療事務専攻

医療事務管理士、診療報酬請求事務能力

医療秘書技能検定等

日本語学科 日本語能力試験等

（平成２５年開設）
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（８）学校、学科の学生数の状況（令和５年５月１日現在）

（単位 人）

学 校 学 科 定 員 学 生 数

１ 年 生 ２ 年 生 計

こども学科 １００ ３５ ３１ ６６

介護福祉科 １６０ ５１(３２) ４６(２２) ９７(５４)

医薬福祉学科 ８０ １５ ２０ ３５

旭川福祉 小 計 ３４０ １０１(３２) ９７(２２) １９８(５４)

専門学校 日 課 程 入学期 入 学 生 在 校 生 計

本 ２ 年 ４月期 ８０ ４ ７１ ７５

語 1.5年 ４月期 ６０ １１ ７１ ８２

学 10月期 ６０ ３４ ＊ ３４

科 小 計 ２００ ４９ １４２ １９１

合 計 ５４０ １５０ ２３９ ３８９

※ 介護福祉科及び小計の学生数 （ ）内数は、外国人留学生の数

① 日本人学生の出身高校地域別内訳（令和５年度入学生）

（単位 人）

区 分 上 川 宗 谷 オホーツク 留 萌 空 知 通信制 合 計

東川 旭川

こども学科 ３１ ６ ２０ ２ １ １ ３５

介護福祉科 １７ ３ １０ ２ １９

医薬福祉学科 １２ １０ ２ １ １５

計 ６０ ９ ４０ ４ ３ ２ ６９

令和４年度 ５７ １１ ２６ ６ ５ ５ ５ ４ ８２

② 外国人学生の国、地域別内訳

（単位 人）

介 護 福 祉 科 日 本 語 学 科

区 分 １年生 ２年生 小 計 １７期生 １８期生 １９期生 小 計 合 計

２年 1.5年 1.5年 ２年 1.5年
タイ ２ ６ ８ ３５ ３６ ２６ １ ６ １０４ １１２

ベトナム ２ ２ ４ １６ １５ ３１ ３５

中国 ４ ６ １０ ５ ７ ５ ３ １ ２１ ３１

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ １４ ６ ２０ １ １ ２ ２２

台湾 ２ ２ ２ ７ ３ １ １３ １５

モンゴル ３ ３ ９ １ １０ １３

マレーシア ２ １ ３ ３ ３ ６

ﾌｨﾘﾋﾟﾝ ２ ２ １ １ ３

香港 ３ ３ ３

ｽﾘﾗﾝｶ １ １ ２ ２

ウズベキスタン １ １ １

ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ １ １ １

イギリス １ １ １

計 ３２ ２２ ５４ ７１ ７１ ３４ ４ １１ １９１ ２４５
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（９）学生数の推移と定員充足率

（単位 人、 ％）

区 分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

旭川福祉専門学校 定 員 ５４０ ５４０ ５４０ ５４０ ５４０

学生数 ３１９ ３０７ ２８６ ３６９ ３８９

充足率 ５９．０ ５６．８ ５３．０ ６８．３ ７２．０

（各年度５月１日現在）

（１０）連携校

豊岡短期大学と学務提携 平成２４年４月１日締結

［本校卒業と同時に短期大学士、幼稚園教諭２種免許、社会福祉主事任用資格を取得］

星槎大学と通信制課程科目等履修に関する協定書 平成２８年３月９日締結

北海道情報大学と専大連携に関する協定書 平成２９年２月７日締結

（１１）北工学園日本留学支援センター

海外５カ国に設置（日本語学科）

タイ王国 Hokkaido Hokko Gakuen Foundation`s Foreign Student Support Center
中華人民共和国 黒龍江祥業職業技能培訓学校

中華民国 新高通顧問股分有限公司

ベトナム社会主義共和国 KYODAI JSC
大韓民国 EJC外国語学院

２ 事業の概要

（１）事業計画及び予算管理について

令和４年度は、国の入国規制が緩和され、多くの留学生が入国（入学）することができた。

日本語学科において、過去最高の１９４人が在籍することとなり、他の学科合計でも令和４

年１０月には、３９６人と過去最高の在籍者となった。

決算においても、学生生徒等納付金において前年度比７千万円程度の増額となった。

令和４年度においても、支出の抑制など予算管理の徹底に努め、５ヶ年継続して収支バラン

スの均衡を図るとともに、資金収支においても、前受金収入を上回る翌年度繰越ができた。

しかし、今後日本語学科における歪な形の学生数による収入の増減も想定される。

収入の８０％以上を学生生徒等納付金に依存する本学園にあっては、学生数の管理が極めて

重要である。

今後とも、次年度以降を見据えた学生数の管理や予算の適正な執行による収支バランスの均

衡の確保に努める必要がある。

（２）学生募集について

日本人学生の長期減少傾向の中で、令和３年度、４年度と、入学生が前年度を上回る傾向を

示していたが、５年度は前年度比１３人（１５．９％）減の６９人となった。

上川振興局管内の高校からの入学者は、前年度より増加したが、宗谷、オホーツク、留萌振

興局管内からは前年度を下回り、空知振興局管内、及び通信制高校からの入学がなかった。

今後も、少子化の影響による１８歳人口の減少や地域の過疎化により、予断を許さない状況

にあるが、国の「高等教育の修学支援制度」、東川町の「日本福祉人材育成事業」による奨学

金や本学園独自の特待生制度、北海道社会福祉協議会の修学資金など様々な制度を複合的に活

用し、学生の負担を軽減するとともに、札幌市を含めた広域的な学生募集、様々な広報を通し

ての学園の魅力発信など、各種対策を継続して講ずる必要がある。



- 5 -

（３）日本語学科留学生の募集について

新型コロナウィルス感染症が世界的に拡大する中で、令和３年度の入学者は、入学を希望し

た留学生の多くが、国の入国規制により入国（入学）することができず、国内の他の日本語学

校から将来介護福祉科に進学する前提で、日本語学科に入学した者６人を含めて９人のみであ

った。

国において、令和４年３月に入国制限の緩和措置が講ぜられ、日本語学科４月入学生が、

２年課程３４人、１年６カ月課程１３０人、計１６４人と過去最高となった。

令和２年度から母国で待機していた学生（一部は短期間の規制緩和時に入国）の多くが入国

（入学）したことによる。また、１０月入学生は定員との関係もあり少し抑え気味の募集を行

ったが、３４人の入学があり１９４人の在籍者（退学及び入学辞退者がある。）となった。

平成２６年４月の日本語学科開設以来最高の在籍者である。

本年５月現在でも、１９１人（１０月以降２人卒業、１人退学）が学んでいる。

しかし、９月及び来年３月卒業予定者が１４２人おり、歪な形となっている。

今後、定員とのバランスを勘案し、期毎の学生数の平準化を図る必要がある。

学生総数の半数を占める日本語学科留学生の増減は、予算の収支バランスにも直結しており、

是正を図りながら留学生募集を行う必要がある。

（４）外国人介護福祉人材の育成

「外国人介護福祉人材育成支援協議会」（平成３０年１２月１１日設立）に参画し、外国人

介護福祉人材の育成に努め、令和５年３月、第３期生２４人が卒業し、介護施設等に就職した。

（第１期生 ２０人、第２期生 １７人、第３期生 ２４人 計 ６１人 ）

参加市町村～正会員 東川町、幌加内町、鷹栖町、浜頓別町、愛別町、滝上町、枝幸町、

美瑛町、南富良野町、豊富町、湧別町、幌延町、中川町、礼文町、

紋別市、島牧村、中頓別町、津別町、黒松内町、富良野市、

比布町、稚内市、共和町、剣淵町、中富良野町、和寒町、

北工学園 〈２６市町村、１学校法人〉

賛助会員 名寄市、上川町、当麻町、旭川市、東神楽町、美深町、猿払村、

苫前町、木古内町 〈９市町村〉

参加施設～ 正会員の市町村内の ５３施設

賛助会員の市町村内の １６施設

奨学金を受給する留学生

本学介護福祉科 ２年生 ２２人

同 上 １年生 ３０人 計 ５２人

（１年在籍者中、中国１人、台湾１人、計２人が協議会外の学生）

○ 協議会奨学生（外国人学生）の国別内訳

（単位 人）

区 分 ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ 中 国 タ イ ﾍﾞﾄﾅﾑ ﾏﾚｰｼｱ ﾓﾝｺﾞﾙ ｽﾘﾗﾝｶ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 台 湾 計

１年生 １４ ３ ２ ２ ２ ３ １ ２ １ ３０

２年生 ６ ６ ６ ２ １ １ ２２

計 ２０ ９ ８ ４ ３ ３ ２ ２ １ ５２
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３ 旭川福祉専門学校

（１）概要

本学は、児童福祉法施行規則第６条の２、並びに社会福祉士及び介護福祉士法第３９条の１

の規定により厚生労働大臣の指定を受け、社会福祉の増進に貢献する保育士、並びに介護福祉

士を養成するとともに、医療・薬店業界で幅広く活躍する人材育成、並びに外国からの留学生

が日本語を学ぶことにより、日本の社会や文化を理解し、グローバル化に対応した人材の育成

に努めた。

（２）課程、学科、修業年限等

専門課程、昼間

学 科 修業年限 入学定員 総 定 員 学級数 単 位 時 間

こども学科 ２ 年 ５０人 １００人 ４学級 １２３ ２，２００

介護福祉科 ２ 年 ８０人 １６０人 ４学級 ９１ ２，１４５

医薬福祉学科 ２ 年 ４０人 ８０人 ２学級 登録販売者専攻

８４．８ ２，３５５

医療事務専攻

７４．５ １，７２５

日本語学科 １ 年 ６０人 １２０人 ６学級 ー １，２０８

１年６ヶ月課程 ６ 月

日本語学科 ２ 年 ４０人 ８０人 ２学級 ー １，６０４

２年課程

（３）学年、学期

学年～４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

ただし、日本語学科１年６ヶ月課程の４月１日に始まるものは翌年９月３０日に、

１０月１日に始まるものは翌々年３月３１日に終わる。

学期～こども、介護福祉、医薬福祉学科 前期 ４月～９月、後期 １０月～翌年３月

日本語学科１年６ヶ月課程（４月） 前期 ４月～９月、後期 １０月～翌年９月

同１年６ヶ月課程（１０月）前期 １０月～翌年３月、後期 翌年４月～翌々年３月

日本語学科２年課程 前期 ４月～翌年３月、後期 翌年４月～翌々年３月

（４）新型コロナウィルス感染症感染状況及び対応等

① 感染者の状況 〈令和３年８月～５年３月〉

区 分 こども学科 介護福祉科 医薬福祉学科 日本語学科 教職員 計

感 染 者 数 ３４(７) ４４(２５) １４(２) ９０(９０) １７ １９９(１２４)

※ （ ）内数は、学生寮に入寮する者の数

② 学校行事等への影響

・ 入学式 ～ 令和２年度中止、令和３年度、４年度規模縮小し開催

・ 卒業式 ～ 規模を縮小し、校内開催（令和２年度、３年度、４年度）

・ 学校祭、運動会 ～ 令和２年度、３年度、４年度中止

（４年度～第２校舎の医薬福祉学科、日本語学科で「日医祭」開催）

・ クリスマスコンサート ～ 令和２年度、３年度中止、４年度開催

・ こども学科卒業記念発表会 ～ 規模縮小による開催（令和２年度、３年度）

４年度入場者を一部制限し開催

③ 学校生活における対策

「学校生活における新型コロナウィルス感染症対策」を策定し、登校時の検温や授業時の

３密の回避、マスクの着用、休憩時の過ごし方、清掃等について徹底
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４ 求人、就職の状況（令和４年度）

（１） こども学科 （卒業生 ３６人）

種 別 求人件数 求人者数 就 職 者 数（人）

（人） 男 女 計

保育所 ２８５ ５，１１６ １ １２ １３

幼稚園 ４４ １６５ ３ ３

認定こども園 ８８ ４０８ １３ １３

事業所内保育・託児等 ９ ６４

学童保育 ６ ４１

児童養護施設 １９ ７５ ２ ２

児童ディ・児童発達支援 ２８ １９３ １ １

障がい児入所施設 ９ ２６

障がい者支援施設 ８３ ５２１ ２ ２

障がい福祉サービス事業所 １０ ２６

高齢者福祉施設 １１１ ９９０ １ １

道・市町村職員 ３４ １４６

病院 １２ ６４ １ １

社会福祉協議会 １ １

合 計 ７３９ ７，８３６ ３ ３３ ３６

（２） 介護福祉科 （卒業生 ５２人）

種 別 求人件数 求人者数 就 職 者 数（人）

（人） 男 女 計

老人福祉施設 １０４ ６０６ １９ １７ ３６

ディサービス・ディケア ２１ １１９ １ １ ２

老人保健施設 ５１ ４１０ ３ １ ４

グループホーム・ケアハウス等 ９ ３１ １ １ ２

訪問介護 ２ ６０

障がい者支援施設 ９８ ５４２ ２ ２

障がい児支援施設 ９ ３２

児童自立支援施設 １１ １２８

児童養護施設 ６ ３０

病院・診療所 ２６ １３５ １ １ ２

養護老人ホーム・有料老人ホーム ２３ １４３ １ １

その他社会福祉事業 ６ ９

合 計 ３６６ ２，２４５ ２７ ２２ ４９

※ ３人は就職希望無し、時間をかけて検討中

（３） 医薬福祉学科 （卒業生 １２人）

種 別 求人件数 求人者数 就 職 者 数（人）

（人） 男 女 計

ドラッグストア １ ３５ ３ ２ ５

病院・歯科（医事） ３０ １０９ ３ ３

薬局・調剤薬局 １１ ２１ １ １

福祉施設等（事務） ３３ １３３ １ １

その他 １ １ ２

合 計 ７５ ２９８ ４ ８ １２
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５ 日本語学科

（１）日本語能力試験（ＪＬＰＴ）令和４年１２月４日施行の受験結果

（単位 人、％）

区 分 Ｎ１ Ｎ２ Ｎ３ Ｎ４ Ｎ５ 計

受験者数 ２６ ５２ ８６ １１ １ １７６

合格者数 １０ ３０ ５５ ６ １ １０２

合格率 ３８．５ ５７．７ ６４．０ ５４．５ １００．０ ５８．０

全国平均 ２５．９ ２６．４ ３４．６ ３５．８ ６３．１ ３０．９

※ 試験日当日の在籍者 １９４人

（２）令和４年度卒業生の動向

（単位 人）

種 別 令和４年９月卒業 令和５年３月卒業

男 女 計 男 女 計

国 進 学

内 旭福介護

就 職 １ １ １ １

家族ビザ・未定 １ １

内 小 計 １ １ １ １ ２

帰 進 学

就 職

未 定

国 小 計

特定活動ビザ

合 計 １ １ １ １ ２

※ 新型コロナウィルス感染拡大による入国規制により

令和４年９月卒業 ～ 第１５期生１・５年課程 １人

令和５年３月卒業 ～ 第１５期生２年課程 ２人、 第１６期生は入学無し


